
情報科ご担当先生
令和元年 12 月

数研出版株式会社

令和元年度用高等学校教科書「社会と情報 Next ／社情 315」
記述の更新等に関するお知らせ

常日頃は弊社書籍をお使いいただき，厚く御礼申し上げます。
著作権法が改定されたことを受けまして，文部科学省に記述の更新・変更の申請を行い承認されましたので，
令和 2年度供給の教科書より，記述を更新・変更いたします。

頁 行 原　文 訂正文

45 表 1

165 3, 表
（左段）

165 表
（右段）

166 48
（左段）

45

第
1
編

5

10

00101101

第
3
章

法
と
の
か
か
わ
り

第
1
編

知的財産権　－産業財産権－

⑵産
さん

業
ぎょう

財
ざい

産
さん

権
けん

　おもに産業や工業製品の製造などに関係する権利。
製品の発明に対する特

とっ

許
きょ

権
けん

，製品の形状や構造などについての考
案に対する実

じつ

用
よう

新
しん

案
あん

権
けん

，製品のデザインに対する意
い

匠
しょう

権
けん

，製品
やサービスの名前，マークに対する商

しょう

標
ひょう

権
けん

がある。

　産業財産権は，特許庁に申請書類を送り，審査が行われ，登録さ
れて初めて権利が発生する。一方，著作権は，作品がつくられた時
点で発生し，特別に登録する必要はない

❷
。

　知的財産権は，文化や産業の発展を考慮して，その保護期間が決
められている。その期間がすぎれば，だれでも自由に利用できるよ
うになる。

図3

c 知的財産権はいつ発生するか

d 知的財産権の保護期間

表1

図3 産業財産権の例

表１ 知的財産権の保護期間

❷登録して初めて権利が認め
られる制度を方式主義，登録し
なくても権利が認められる制度
を無方式主義という。

例 地面から浮きあがって走るバイク

技術の発達と著作権
かつては，著作権は作家と出版社，演奏家とレ
コード会社のように，作品をつくる側とそれを
販売（出版）する側との間でしか問題にならな
かった。しかし，現在では，コンピュータとディ
ジタル機器の発達により，音楽，映像，文章な
どをだれでも簡単に複製できる状況となった。
そのため，一般の人が著作権を侵害するケース
が多くなり，大きな社会問題になっている。

保護期間の例

著作権

創作時から著作者の死後50年
※共同著作物は，最後に死亡した著作者の
死後50年，法人は公表後50年，映画は公
表後70年保護される。

特許権 出願から20年（一部25年に延長）
実用新案権 出願から10年
意匠権 登録から20年
商標権 登録から10年（更新すると期間がのびる）

特許と実用新案
特許は申請時に厳密に審査
されるが，実用新案は原則
的に無審査である。

N o t e

高度な技術的思想・アイデアに基
づく発明に関する権利
（例：宙に浮かせるための技術的な
発明）

製品名やサービス名，および，それらを表
す，デザインされたマークに関する権利
（例：「AIR」というロゴマーク）

製品の形状，構造，組みあわせにつ
いての考案に関する権利
（例：持ちやすい形状のハンドル）

実用新案権 製品の形状，模様，色彩などで視
覚を通じて美感を起こさせるデザ
インに関する権利
（例：赤く丸みを帯びたデザイン）

意匠権

特許権
商標権
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著作者の権利の発生及び保護期間
　著作権の保護期間は，原則として著作者の生存期間およ
びその死後50年間である。しかし，以下のような例外が
ある。

著作隣接権❸
　著作隣接権とは，著作物の公衆への伝達に重要な役割を
はたしている者（実演家，レコード製作者，放送事業者及
び有線放送事業者）にあたえられる権利である。
　著作隣接権は，実演，レコードへの固定，放送または
有線放送を行った時点で発生する（無方式主義）。

実演家の著作隣接権の具体例

レコード製作者の著作隣接権

（1）　他人の著作物を引用する必然性があること。
（2）　自分の著作物と引用する著作物との主従関係が明確であること

（自分の著作物が主体）。
（3）　かぎかっこをつけるなど，自分の著作物と引用部分とが

区別されていること。
（4）　出所の明示がなされていること。（第48条）

種　類 保護期間
無名・変名
（周知の変名は
除く）の著作物

公表後50年（死後50年経過が明ら
かであれば，その時点まで）

映画の著作物 公表後70年（創作後70年以内に公
表されなかったときは，創作後70年）

著作隣接権 実演，レコードへの固定，放送また
は有線放送が行われたときから50年

録音権・録画権
（91条） 自分の実演を録音・録画する権利

放送権・有線
放送権（92条）

自分の実演を放送・有線放送する権
利

送信可能化権
（92条の2）

自分の実演を端末からのアクセスに
応じ自動的に公衆に送信しうる状態
におく権利

譲渡権
（95条の2）

自分の実演の録音物または録画物を公
衆に譲渡する権利（いったん適法に譲
渡された実演の録音物または録画物の
その後の譲渡には，譲渡権が及ばない）

貸与権
（95条の3）

商業用レコード（市販用CD）を貸
与する権利（最初の販売後1年のみ）

放送二次使用
料を受ける権
利（95条）

商業用レコードが放送・有線放送で
使用された場合の使用料を放送事業
者・有線放送事業者から受ける権利

貸レコードに
ついて報酬を
受 け る 権 利
（95条の3）

貸レコード業者から報酬を受ける権
利（貸与権消滅後49年間）

私的使用の
ための複製
（第30条）

家庭など限られた範囲内で使用する場
合には，著作物を複製することができ
る。なお，ディジタル方式の録音・録
画機器等を用いて著作物を複製する場
合には，著作権者に対し補償金の支払
いが必要となる。

図書館等に
おける複製
等（第31条）

政令（施行令1条の3）で認められた
図書館に限り，一定の条件のもとに，
利用者に提供するための複製，保存の
ための複製等を行うことができる。

引用
（第32条）

公正な慣行に合致すること，引用の目的
上，正当な範囲内で行われることを条件
とし，自分の著作物に他人の著作物を引
用して利用することができる。注

学校教育番
組の放送等
（第34条）

学校教育の目的上必要と認められる限
度で学校教育番組において著作物を放
送することができる。また，学校教育
番組用の教材に著作物を掲載すること
ができる。ただし，いずれの場合にも
著作者への通知と著作権者への補償金
の支払いが必要となる。

試験問題と
しての複製
等（第36条）

入学試験や採用試験などの問題として
著作物を複製できる。ただし，営利目
的の模擬試験などのための複製の場合
には，著作権者への補償金の支払いが
必要となる。

視覚障害者
等のための
複 製 等（ 第
37条）

点字によって複製することができる。
また，点字図書館や盲学校の図書室な
ど一定の施設では，もっぱら視覚障害
者向けに文字を音声化するなどの複製
ができる。

営利を目的
としない上
演等
（第38条）

① 営利を目的とせず，観客から料金
をとらない場合は，公表された著作物
を上演・演奏・上映・口述することが
できる。ただし，出演者などに報酬を
支払う場合は許諾が必要となる。②営
利を目的とせず，貸与を受けるものか
ら料金をとらない場合は，CDなど公
表された著作物の複製物を貸与するこ
とができる。ただし，ビデオなど映画
の著作物の貸与については，政令（施
行令2条の3）で定められた視聴覚ラ
イブラリー等に限られ，さらに，著作
権者に補償金の支払いが必要となる。

プログラムの
著作物の複製
物の所有者に
よる複製等（第
47条の3）

プログラムの所有者は，みずから電子
計算機で利用するために必要と認めら
れる限度でプログラムを複製，翻案す
ることができる。

複製権（96条） レコードを複製する権利

送信可能化権
（96条の2）

レコードを端末からのアクセスに応
じ自動的に公衆に送信しうる状態に
おく権利

譲渡権
（97条の2）

レコードの複製物を公衆に譲渡する
権利（いったん適法に譲渡されたレ
コードの複製物のその後の譲渡に
は，譲渡権が及ばない）

貸与権，放送二次使用料を受ける権利，貸レコードについ
て報酬を受ける権利は，実演家の権利と同じ。

著作物が自由に使える場合
次のような場合には，著作権が制限され，著作物を許

諾なしに利用することができる。しかしどの場合も，著作
権者の利益を不当に侵害しないよう注意する必要がある。

注）引用における注意事項
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著作者の権利の発生及び保護期間
　著作権の保護期間は，原則として著作者の生存期間およ
びその死後50年間である。しかし，以下のような例外が
ある。

著作隣接権❸
　著作隣接権とは，著作物の公衆への伝達に重要な役割を
はたしている者（実演家，レコード製作者，放送事業者及
び有線放送事業者）にあたえられる権利である。
　著作隣接権は，実演，レコードへの固定，放送または
有線放送を行った時点で発生する（無方式主義）。

実演家の著作隣接権の具体例

レコード製作者の著作隣接権

（1）　他人の著作物を引用する必然性があること。
（2）　自分の著作物と引用する著作物との主従関係が明確であること

（自分の著作物が主体）。
（3）　かぎかっこをつけるなど，自分の著作物と引用部分とが

区別されていること。
（4）　出所の明示がなされていること。（第48条）

種　類 保護期間
無名・変名
（周知の変名は
除く）の著作物

公表後50年（死後50年経過が明ら
かであれば，その時点まで）

映画の著作物 公表後70年（創作後70年以内に公
表されなかったときは，創作後70年）

著作隣接権 実演，レコードへの固定，放送また
は有線放送が行われたときから50年

録音権・録画権
（91条） 自分の実演を録音・録画する権利

放送権・有線
放送権（92条）

自分の実演を放送・有線放送する権
利

送信可能化権
（92条の2）

自分の実演を端末からのアクセスに
応じ自動的に公衆に送信しうる状態
におく権利

譲渡権
（95条の2）

自分の実演の録音物または録画物を公
衆に譲渡する権利（いったん適法に譲
渡された実演の録音物または録画物の
その後の譲渡には，譲渡権が及ばない）

貸与権
（95条の3）

商業用レコード（市販用CD）を貸
与する権利（最初の販売後1年のみ）

放送二次使用
料を受ける権
利（95条）

商業用レコードが放送・有線放送で
使用された場合の使用料を放送事業
者・有線放送事業者から受ける権利

貸レコードに
ついて報酬を
受 け る 権 利
（95条の3）

貸レコード業者から報酬を受ける権
利（貸与権消滅後49年間）

私的使用の
ための複製
（第30条）

家庭など限られた範囲内で使用する場
合には，著作物を複製することができ
る。なお，ディジタル方式の録音・録
画機器等を用いて著作物を複製する場
合には，著作権者に対し補償金の支払
いが必要となる。

図書館等に
おける複製
等（第31条）

政令（施行令1条の3）で認められた
図書館に限り，一定の条件のもとに，
利用者に提供するための複製，保存の
ための複製等を行うことができる。

引用
（第32条）

公正な慣行に合致すること，引用の目的
上，正当な範囲内で行われることを条件
とし，自分の著作物に他人の著作物を引
用して利用することができる。注

学校教育番
組の放送等
（第34条）

学校教育の目的上必要と認められる限
度で学校教育番組において著作物を放
送することができる。また，学校教育
番組用の教材に著作物を掲載すること
ができる。ただし，いずれの場合にも
著作者への通知と著作権者への補償金
の支払いが必要となる。

試験問題と
しての複製
等（第36条）

入学試験や採用試験などの問題として
著作物を複製できる。ただし，営利目
的の模擬試験などのための複製の場合
には，著作権者への補償金の支払いが
必要となる。

視覚障害者
等のための
複 製 等（ 第
37条）

点字によって複製することができる。
また，点字図書館や盲学校の図書室な
ど一定の施設では，もっぱら視覚障害
者向けに文字を音声化するなどの複製
ができる。

営利を目的
としない上
演等
（第38条）

① 営利を目的とせず，観客から料金
をとらない場合は，公表された著作物
を上演・演奏・上映・口述することが
できる。ただし，出演者などに報酬を
支払う場合は許諾が必要となる。②営
利を目的とせず，貸与を受けるものか
ら料金をとらない場合は，CDなど公
表された著作物の複製物を貸与するこ
とができる。ただし，ビデオなど映画
の著作物の貸与については，政令（施
行令2条の3）で定められた視聴覚ラ
イブラリー等に限られ，さらに，著作
権者に補償金の支払いが必要となる。

プログラムの
著作物の複製
物の所有者に
よる複製等（第
47条の3）

プログラムの所有者は，みずから電子
計算機で利用するために必要と認めら
れる限度でプログラムを複製，翻案す
ることができる。

複製権（96条） レコードを複製する権利

送信可能化権
（96条の2）

レコードを端末からのアクセスに応
じ自動的に公衆に送信しうる状態に
おく権利

譲渡権
（97条の2）

レコードの複製物を公衆に譲渡する
権利（いったん適法に譲渡されたレ
コードの複製物のその後の譲渡に
は，譲渡権が及ばない）

貸与権，放送二次使用料を受ける権利，貸レコードについ
て報酬を受ける権利は，実演家の権利と同じ。

著作物が自由に使える場合
次のような場合には，著作権が制限され，著作物を許

諾なしに利用することができる。しかしどの場合も，著作
権者の利益を不当に侵害しないよう注意する必要がある。

注）引用における注意事項
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著作者の権利の発生及び保護期間
　著作権の保護期間は，原則として著作者の生存期間およ
びその死後70年間である。しかし，以下のような例外が
ある。

著作隣接権❸
　著作隣接権とは，著作物の公衆への伝達に重要な役割を
はたしている者（実演家，レコード製作者，放送事業者及
び有線放送事業者）にあたえられる権利である。
　著作隣接権は，実演，レコードへの固定，放送または
有線放送を行った時点で発生する（無方式主義）。

実演家の著作隣接権の具体例

レコード製作者の著作隣接権

（1）　他人の著作物を引用する必然性があること。
（2）　自分の著作物と引用する著作物との主従関係が明確であること

（自分の著作物が主体）。
（3）　かぎかっこをつけるなど，自分の著作物と引用部分とが

区別されていること。
（4）　出所の明示がなされていること。（第48条）

種　類 保護期間
無名・変名
（周知の変名は
除く）の著作物

公表後70年（死後70年経過が明ら
かであれば，その時点まで）

映画の著作物 公表後70年（創作後70年以内に公
表されなかったときは，創作後70年）

著作隣接権
実演，レコードの発行が行われたと
きから70年，放送または有線放送が
行われたときから50年

録音権・録画権
（91条） 自分の実演を録音・録画する権利

放送権・有線
放送権（92条）

自分の実演を放送・有線放送する権
利

送信可能化権
（92条の2）

自分の実演を端末からのアクセスに
応じ自動的に公衆に送信しうる状態
におく権利

譲渡権
（95条の2）

自分の実演の録音物または録画物を公
衆に譲渡する権利（いったん適法に譲
渡された実演の録音物または録画物の
その後の譲渡には，譲渡権が及ばない）

貸与権
（95条の3）

商業用レコード（市販用CD）を貸
与する権利（最初の販売後1年のみ）

放送二次使用
料を受ける権
利（95条）

商業用レコードが放送・有線放送で
使用された場合の使用料を放送事業
者・有線放送事業者から受ける権利

貸レコードに
ついて報酬を
受 け る 権 利
（95条の3）

貸レコード業者から報酬を受ける権
利（貸与権消滅後49年間）

私的使用の
ための複製
（第30条）

家庭など限られた範囲内で使用する場
合には，著作物を複製することができ
る。なお，ディジタル方式の録音・録
画機器等を用いて著作物を複製する場
合には，著作権者に対し補償金の支払
いが必要となる。

図書館等に
おける複製
等（第31条）

政令（施行令1条の3）で認められた
図書館に限り，一定の条件のもとに，
利用者に提供するための複製，保存の
ための複製等を行うことができる。

引用
（第32条）

公正な慣行に合致すること，引用の目的
上，正当な範囲内で行われることを条件
とし，自分の著作物に他人の著作物を引
用して利用することができる。注

学校教育番
組の放送等
（第34条）

学校教育の目的上必要と認められる限
度で学校教育番組において著作物を放
送することができる。また，学校教育
番組用の教材に著作物を掲載すること
ができる。ただし，いずれの場合にも
著作者への通知と著作権者への補償金
の支払いが必要となる。

試験問題と
しての複製
等（第36条）

入学試験や採用試験などの問題として
著作物を複製できる。ただし，営利目
的の模擬試験などのための複製の場合
には，著作権者への補償金の支払いが
必要となる。

視覚障害者
等のための
複 製 等（ 第
37条）

点字によって複製することができる。
また，点字図書館や盲学校の図書室な
ど一定の施設では，もっぱら視覚障害
者向けに文字を音声化するなどの複製
ができる。

営利を目的
としない上
演等
（第38条）

① 営利を目的とせず，観客から料金
をとらない場合は，公表された著作物
を上演・演奏・上映・口述することが
できる。ただし，出演者などに報酬を
支払う場合は許諾が必要となる。②営
利を目的とせず，貸与を受けるものか
ら料金をとらない場合は，CDなど公
表された著作物の複製物を貸与するこ
とができる。ただし，ビデオなど映画
の著作物の貸与については，政令（施
行令2条の3）で定められた視聴覚ラ
イブラリー等に限られ，さらに，著作
権者に補償金の支払いが必要となる。

プログラムの
著作物の複製
物の所有者に
よる複製等（第
47条の3）

プログラムの所有者は，みずから電子
計算機で実行するために必要と認めら
れる限度でプログラムを複製すること
ができる。

複製権（96条） レコードを複製する権利

送信可能化権
（96条の2）

レコードを端末からのアクセスに応
じ自動的に公衆に送信しうる状態に
おく権利

譲渡権
（97条の2）

レコードの複製物を公衆に譲渡する
権利（いったん適法に譲渡されたレ
コードの複製物のその後の譲渡に
は，譲渡権が及ばない）

貸与権，放送二次使用料を受ける権利，貸レコードについ
て報酬を受ける権利は，実演家の権利と同じ。

著作物が自由に使える場合
次のような場合には，著作権が制限され，著作物を許

諾なしに利用することができる。しかしどの場合も，著作
権者の利益を不当に侵害しないよう注意する必要がある。

注）引用における注意事項
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情報社会に関連する法律
● 著作権法
第一条（目的）　この法律は，著作物並びに実演，レコー

ド，放送及び有線放送に関し著作者の権利及びこれ
に隣接する権利を定め，これらの文化的所産の公正
な利用に留意しつつ，著作者等の権利の保護を図り，
もつて文化の発展に寄与することを目的とする。

第二条（定義）　この法律において，次の各号に掲げ
る用語の意義は，当該各号に定めるところによる。 
一　著作物　思想又は感情を創作的に表現したもの

であつて，文芸，学術，美術又は音楽の範囲に属
するものをいう。

二　著作者　著作物を創作する者をいう。
第十条（例示）　この法律にいう著作物を例示すると，

おおむね次のとおりである。
一　小説，脚本，論文，講演その他の言語の著作物
二　音楽の著作物
三　舞踊又は無言劇の著作物
四　絵画，版画，彫刻その他の美術の著作物
五　建築の著作物
六　地図又は学術的な性質を有する図面，図表，模

型その他の図形の著作物
七　映画の著作物
八　写真の著作物
九　プログラムの著作物

第三十条（私的複製）　著作権の目的となつている著
作物（以下この款において単に「著作物」という。）は，
個人的に又は家庭内その他これに準ずる限られた範
囲内において使用すること（以下「私的使用」とい
う。）を目的とするときは，次に掲げる場合を除き，
その使用する者が複製することができる。
三（違法ダウンロードの禁止）著作権を侵害する自

動公衆送信（国外で行われる自動公衆送信であつ
て，国内で行われたとしたならば著作権の侵害と
なるべきものを含む。）を受信して行うデジタル方
式の録音又は録画を，その事実を知りながら行う
場合

第三十二条（引用）　公表された著作物は，引用して
利用することができる。この場合において，その引
用は，公正な慣行に合致するものであり，かつ，報道，
批評，研究その他の引用の目的上正当な範囲内で行
なわれるものでなければならない。

第五十一条（保護期間）　著作権の存続期間は，著作
物の創作の時に始まる。

２　著作権は，この節に別段の定めがある場合を除き，
著作者の死後（共同著作物にあつては，最終に死亡
した著作者の死後。）五十年を経過するまでの間，
存続する。

第五十四条（映画の保護期間）　映画の著作物の著作
権は，その著作物の公表後七十年（その著作物がそ
の創作後七十年以内に公表されなかつたときは，そ
の創作後七十年）を経過するまでの間，存続する。

第百十九条（著作権侵害の罰則）　著作権，出版権又
は著作隣接権を侵害した者は，十年以下の懲役若し
くは千万円以下の罰金に処し，又はこれを併科する。

第百十九条 3（違法ダウンロードの刑罰化）　第三十
条第一項に定める私的使用の目的をもつて，有償著
作物等（録音され，又は録画された著作物又は実演
等であつて，有償で公衆に提供され，又は提示され
ているものをいう。）の著作権又は著作隣接権を侵
害する自動公衆送信を受信して行うデジタル方式の
録音又は録画を，自らその事実を知りながら行つて
著作権又は著作隣接権を侵害した者は，二年以下の
懲役若しくは二百万円以下の罰金に処し，又はこれ
を併科する。

● 不正アクセス禁止法
第一条（目的）　この法律は，不正アクセス行為を禁

止するとともに，これについての罰則及びその再発
防止のための都道府県公安委員会による援助措置等
を定めることにより，電気通信回線を通じて行われ
る電子計算機に係る犯罪の防止及びアクセス制御機
能により実現される電気通信に関する秩序の維持を
図り，もって高度情報通信社会の健全な発展に寄与
することを目的とする。 

● プロバイダ責任制限法
第一条（趣旨）　この法律は，特定電気通信による情

報の流通によって権利の侵害があった場合につい
て，特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限
及び発信者情報の開示を請求する権利につき定める
ものとする。

第四条（開示請求等）　特定電気通信による情報の流
通によって自己の権利を侵害されたとする者は，次
の各号のいずれにも該当するときに限り，当該特定
電気通信の用に供される特定電気通信設備を用いる
特定電気通信役務提供者に対し，当該開示関係役務
提供者が保有する当該権利の侵害に係る発信者情報
の開示を請求することができる。 
一　侵害情報の流通によって当該開示の請求をする

者の権利が侵害されたことが明らかであるとき。 
二　当該発信者情報が当該開示の請求をする者の損

害賠償請求権の行使のために必要である場合その
他発信者情報の開示を受けるべき正当な理由があ
るとき。

● 個人情報保護法
第一条（目的）　この法律は，高度情報通信社会の進

展に伴い個人情報の利用が著しく拡大していること
にかんがみ，個人情報の適正な取扱いに関し，基本
理念及び政府による基本方針の作成その他の個人情
報の保護に関する施策の基本となる事項を定め，国
及び地方公共団体の責務等を明らかにするととも

Law

※読みやすくするため，一部省略した部分がある。詳細な条文はインターネットなどで確認するとよい。
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情報社会に関連する法律
● 著作権法
第一条（目的）　この法律は，著作物並びに実演，レコー

ド，放送及び有線放送に関し著作者の権利及びこれ
に隣接する権利を定め，これらの文化的所産の公正
な利用に留意しつつ，著作者等の権利の保護を図り，
もつて文化の発展に寄与することを目的とする。

第二条（定義）　この法律において，次の各号に掲げ
る用語の意義は，当該各号に定めるところによる。 
一　著作物　思想又は感情を創作的に表現したもの

であつて，文芸，学術，美術又は音楽の範囲に属
するものをいう。

二　著作者　著作物を創作する者をいう。
第十条（例示）　この法律にいう著作物を例示すると，

おおむね次のとおりである。
一　小説，脚本，論文，講演その他の言語の著作物
二　音楽の著作物
三　舞踊又は無言劇の著作物
四　絵画，版画，彫刻その他の美術の著作物
五　建築の著作物
六　地図又は学術的な性質を有する図面，図表，模

型その他の図形の著作物
七　映画の著作物
八　写真の著作物
九　プログラムの著作物

第三十条（私的複製）　著作権の目的となつている著
作物（以下この款において単に「著作物」という。）は，
個人的に又は家庭内その他これに準ずる限られた範
囲内において使用すること（以下「私的使用」とい
う。）を目的とするときは，次に掲げる場合を除き，
その使用する者が複製することができる。
三（違法ダウンロードの禁止）著作権を侵害する自

動公衆送信（国外で行われる自動公衆送信であつ
て，国内で行われたとしたならば著作権の侵害と
なるべきものを含む。）を受信して行うデジタル方
式の録音又は録画を，その事実を知りながら行う
場合

第三十二条（引用）　公表された著作物は，引用して
利用することができる。この場合において，その引
用は，公正な慣行に合致するものであり，かつ，報道，
批評，研究その他の引用の目的上正当な範囲内で行
なわれるものでなければならない。

第五十一条（保護期間）　著作権の存続期間は，著作
物の創作の時に始まる。

２　著作権は，この節に別段の定めがある場合を除き，
著作者の死後（共同著作物にあつては，最終に死亡
した著作者の死後。）七十年を経過するまでの間，
存続する。

第五十四条（映画の保護期間）　映画の著作物の著作
権は，その著作物の公表後七十年（その著作物がそ
の創作後七十年以内に公表されなかつたときは，そ
の創作後七十年）を経過するまでの間，存続する。

第百十九条（著作権侵害の罰則）　著作権，出版権又
は著作隣接権を侵害した者は，十年以下の懲役若し
くは千万円以下の罰金に処し，又はこれを併科する。

第百十九条 3（違法ダウンロードの刑罰化）　第三十
条第一項に定める私的使用の目的をもつて，有償著
作物等（録音され，又は録画された著作物又は実演
等であつて，有償で公衆に提供され，又は提示され
ているものをいう。）の著作権又は著作隣接権を侵
害する自動公衆送信を受信して行うデジタル方式の
録音又は録画を，自らその事実を知りながら行つて
著作権又は著作隣接権を侵害した者は，二年以下の
懲役若しくは二百万円以下の罰金に処し，又はこれ
を併科する。

● 不正アクセス禁止法
第一条（目的）　この法律は，不正アクセス行為を禁

止するとともに，これについての罰則及びその再発
防止のための都道府県公安委員会による援助措置等
を定めることにより，電気通信回線を通じて行われ
る電子計算機に係る犯罪の防止及びアクセス制御機
能により実現される電気通信に関する秩序の維持を
図り，もって高度情報通信社会の健全な発展に寄与
することを目的とする。 

● プロバイダ責任制限法
第一条（趣旨）　この法律は，特定電気通信による情

報の流通によって権利の侵害があった場合につい
て，特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限
及び発信者情報の開示を請求する権利につき定める
ものとする。

第四条（開示請求等）　特定電気通信による情報の流
通によって自己の権利を侵害されたとする者は，次
の各号のいずれにも該当するときに限り，当該特定
電気通信の用に供される特定電気通信設備を用いる
特定電気通信役務提供者に対し，当該開示関係役務
提供者が保有する当該権利の侵害に係る発信者情報
の開示を請求することができる。 
一　侵害情報の流通によって当該開示の請求をする

者の権利が侵害されたことが明らかであるとき。 
二　当該発信者情報が当該開示の請求をする者の損

害賠償請求権の行使のために必要である場合その
他発信者情報の開示を受けるべき正当な理由があ
るとき。

● 個人情報保護法
第一条（目的）　この法律は，高度情報通信社会の進

展に伴い個人情報の利用が著しく拡大していること
にかんがみ，個人情報の適正な取扱いに関し，基本
理念及び政府による基本方針の作成その他の個人情
報の保護に関する施策の基本となる事項を定め，国
及び地方公共団体の責務等を明らかにするととも

Law

※読みやすくするため，一部省略した部分がある。詳細な条文はインターネットなどで確認するとよい。


